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岐阜県の概要 
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岐阜県の姿 
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岐阜  
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東京 

名古屋 

京都  

大阪  

中部国際空港 
（セントレア） 

岐阜県は日本のほぼ中央に位置 
 

●人 口・・・・・・・・・・・・・・・・ 203万人  （H27 全国17位） 

●面 積・・・・・・・・・・・・・１万0,621k㎡  （H27 全国  7位） 

●産業別就業人口比率（H24 就業構造基本調査） 

  第1次産業  3.2％ （全国平均  3.8％） 

  第2次産業 31.8％ （    〃   24.5％） 

  第3次産業 63.2％ （    〃   68.0％） 

 

＜岐阜市へのアクセス＞ 
 東京～約２時間（新幹線） 
 大阪～約1時間（新幹線） 
 中部国際空港～約1時間（電車） 

農業, 0.8 林業, 0.1 水産業, 0.0

鉱業, 0.2

製造業, 23.5

建設業, 5.9

電気・ガス・水道

業, 1.5
卸売・小売業, 

10.2
金融・保険業, 

4.6

不動産業, 13.2

運輸・通信業, 

7.8

サービス業, 20.0

政府サービス生

産者, 9.2

対家計民間非営

利サービス生産

者, 2.1

＜高山市へのアクセス＞ 
 東京～約３時間半（新幹線） 

●県内総生産・・・・・・・ ７兆1,198億円 （H25 全国22位） 

●事業所数・・・・・・・10万3,275事業所 （H26 全国17位） 

●事業所従業者数・・・・・  88万３千人 （H26 全国18位） 

●製造品出荷額・・・・・・5兆1,012億円 （H26 全国20位） 

●県内観光入込客数・・・・・7,140万人 （H27 延べ人数） 

●経済活動別県内総生産（H25） 

低い完全失業率 
■H28.4～6期 
 岐阜県 2.5%(全国11位) 
  全国  3.3% 

高い有効求人倍率 
■H28.7 
 岐阜県 1.71(全国３位) 
  全国  1.37 

工場立地件数が多い 
■H27 
 岐阜県 37件(全国８位) 
  全国  22.2件 

地の利 （岐阜市まで） 

■名古屋～約20分（電車） 
■大阪～約1時間（新幹線） 
■東京～約2時間（新幹線） 

● 

富山 

● 
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＜北陸新幹線＞ 
 2015年3月開業 

＜リニア中央新幹線＞ 
2027年 東京-名古屋間開業予定 

＜東海北陸自動車道＞ 
白鳥ＩＣ～飛騨清見ＩＣの 
片側２車線化工事進行中 

＜東海環状自動車道＞ 
2020年の全線開通を目指し西
回り区間を整備中 

優れた交通インフラネットワーク 

東海道新幹線 

主要高規格道路 主要高規格道路 
（整備予定） 

主要鉄道（新幹線等） 

リニア中央新幹線 
（整備予定） 

JR高山線 
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岐阜 

高山 

富山 

金沢 

中央自動車道 

名神高速道路 



  

「清流の国ぎふ」創生総合戦略 
■ 岐阜県では、平成１９年に人口減少問題に着目し、約５万名の県民の皆様方との意見交換を経て、 

  平成２１年に「人口減少時代への挑戦」と副題に掲げた県政運営の指針となる「岐阜県長期構想」を 
  策定し、あらゆる政策を総動員して取り組んできました。 
■ 平成２７年１０月には、長期構想に示した政策等について、地方創生という切り口で、平成３２年度 

  までに取り組む施策群をまとめた「「清流の国ぎふ」創生総合戦略」をとりまとめ、「人口減少 
  そのもの」と「人口減少社会」の双方に挑戦していくこととしています。 

結婚から子育てまで切れ目のない支援や男女が活躍でき
る社会の推進、教育環境づくり、各産業やスポーツ、文
化などの将来を支える「ひとを育む」 
【取組み】 
・「婚活サポーター」の養成など結婚相談に関する支援 
・「岐阜県子育て支援企業登録制度」の登録企業の拡大 
・成長分野の人材育成の拠点「成長産業センター」及び 
   「モノづくり教育プラザ」の整備 

「岐阜県成長・雇用戦略」の推進、観光産業の基幹産業
化、県内企業の新製品や農林畜水産物の販路開拓・海外
展開などに取り組み、地域の将来を支える人が活躍でき
る「しごとをつくる」 
【取組み】 
・「航空宇宙」、「医療福祉機器」、「医薬品」、「食料品」、 
 「次世代エネルギー」といった成長分野の重点的支援 
・「白川郷合掌造り集落」など世界に誇るべき遺産を活かした 
 観光誘客の拡大 
・県産農畜産物の輸出体制の整備など販路開拓 

移住・定住施策の推進や、企業等の誘致、観光客の国内外からの
誘客などに取り組み、将来を支える人を「岐阜に呼び込む」 
【取組み】 
・「移住・交流センター」の設置など都市部への情報発信強化 
・企業の本社機能の移転促進や県外流出の防止 

各地域における人口構造・世帯構造の変化に適応し、地域におい
て求められる人材の育成や、仕組みづくりなどに取り組み、「安
心をつくる」 
【取組み】 
・障がい者のための福祉、医療、教育、文化芸術、スポーツ及び就労施設 
 の一体的な拠点「ぎふ清流福祉エリア」の整備 
・在宅医療・介護を提供する多職種が連携した在宅医療体制の構築 

市町村や大学、民間企業、ＮＰＯなど多様な主体と連携・協力し、
それぞれの強みや特性を活かし、地域の課題をともに解決するた
めに「まちをつなぐ」 
【取組み】 
・関ケ原古戦場を核とした広域観光の促進 
・かがみがはら航空宇宙博物館の魅力向上 

基本目標と取組  

目標１：ひとを育む 

目標２：しごとをつくる 

目標３：岐阜に呼び込む 

目標４：安心をつくる 

目標５：まちをつなぐ 
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■  平成２７年の工場立地件数（製造業）は３７件で全国８位、工場立地面積は３５haで全国１２位と 
 前年に引き続き 経済好転への高いポテンシャルを維持 
■  今後とも、ソフト面、ハード面の対策を講じることで、更なる企業誘致を推進 
 

＜要 因＞ 

 

１ 金融機関との連携体制の強化 
   ・ 県内金融機関との定期的な情報交換 
 
２ 広域アクセスの充実 
   ・ 高速道路網整備による広域アクセスの充実 
 
３ 強固な地盤 
   ・ 地震災害リスクに備えた工業団地の強固な地盤 
 

＜現在の取組み＞ 

 

○ ソフト面 ：航空・宇宙、医療・福祉機器・食料品関連産業等への企業立地補助金の要件を緩和 
          → 今後大きな成長が見込まれる分野、景気変動の影響を受けにくい分野を重点化 
         

○ ハード面 ：アクセス道路の更なる整備 
            → 東海環状自動車道（西回りルート）の整備、2020年度までの全線開通を目指して整備中 
                       戦略的な工場用地開発の推進 
        → 2020年度を見据えて優先度が高い候補地について開発可能性調査を実施し、加速的に開発を推進 
 

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27
岐阜県件数 36 34 26 41 37
順位 4 8 12 8 8
全国平均件数 18.2 20.0 17.7 21.7 22.2

出典　経済産業省　「工場立地動向調査」　（製造業）

＜立地件数＞ 

企業誘致の取組み 

5 



メディカル工業団地 

生活技術研究所 

中部縦貫自動車道 
高山ＩＣ 

白鳥ＩＣ 

岐阜大和ＩＣ 

飛騨清見ＩＣ 

丹生川ＩＣ 

４車線化 

地下フードリサーチクラスター 

中部総合車両基地 

多治見ＩＣ 

土岐南多治見ＩＣ 

恵那ＩＣ 
中津川ＩＣ 

リニア関連企業 

鉄道車両用電気機器 

部品製造企業 

トヨタ紡織テストコース 

リニア岐阜県駅 

岐阜大学応用生物
科学部 

農業技術センター 

養老ＳＩＣ 

関ケ原ＩＣ 

安八ＳＩＣ 

岐阜羽島ＩＣ 

大野神戸ＩＣ 

大垣西ＩＣ 

岐阜ＩＣ 

岐阜三輪ＳＩＣ 

岐阜各務原ＩＣ 

関広見ＩＣ 

可児御嵩ＩＣ 

トヨタ自動車テストコース 

飛騨メディカルバレー 

新ヘルスケア・クラスター 

既存医薬品メーカーの立地を活か
した新ヘルスケア産業の集積 

・医薬品製造 

・医療機器部品製造 
・健康食品製造 

航空機関連クラスター  

次世代航空機の生産強化のために航空
機関連企業の集積を図る 

・航空機素材製造 

・内装・座席製造 
・降着システム製造 
・油圧・燃料・制御製造 
・電子機器製造 

食品クラスター  

豊かな水資源を活かした
食品関連企業の集積 

・乳製品製造 

・調味料製造 
・パン・菓子製造 
・清涼飲料製造 
・酒類製造 

次世代自動車クラスター  

次世代自動車（プラグインハイブ
リッド車、電気自動車、燃料電池
車）関連製造企業の集積 

・リチウム電池製造 

・バッテリー製造 
・燃料電池製造 

リニアテクノクラスター  

リニア中央新幹線の技術に関連す
る研究開発拠点とリニア関連の高
度技術企業の集積 

・超伝導ケーブル製造 

・モーター制御装置製造 
・駆動制御システム製造 

航空機人材育成システム 

スマートアグリパーク 

ハイテク植物工場（機能性
野菜や高級花木）の集積 

リニアテクノ工業団地 

神岡宇宙素粒子研究施設 

国際たくみアカデミー 

川崎重工及び 

川協企業集団 

美濃ＩＣ 

VRテクノセンター 
中日本航空専門学校 

ぎふ技術革新センター 

航空機関連工業団地 

岐阜県企業誘致戦略 
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【キャリオ技研（株）】 
 ○県が設置した「本社機能移転サポート窓口」（※１）、「岐阜県本社機能移転促進事業補助金」（※２）を活用し、   
  本社機能を名古屋市中村区から岐阜県大垣市へ移転 
     - 移転先   ソフトピアジャパン（大垣市加賀野） 
     - 敷地面積  ２１．６ｍ2 
     - 操業開始  平成２８年４月 
   ※１ 本県への本社機能移転・拡充が円滑に行われるよう、各種手続きをワンストップで総合的に支援する窓口 
        ※２ 雇用や税収の増加を目的に、県外から本県への本社機能移転を支援するための本県独自の補助金  

 

企業が工場の新設・移転先として検討する地域として、本県は全国８位。（H27 帝国データバンク調べ） 
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255 

169 

企業の集積 

企業調査 

最近の実績 



 

■  平成２７年の観光誘客の動向をみると県が重点的に誘客促進を図ってきた外国人観光客の宿泊者 
  数が増加 
■  行楽期に天候に恵まれたことや北陸新幹線延伸開業の影響などもあり、行祭事・イベント入込客  
  数、観光入込客数（延べ人数）ともに増加 
■  今後も、観光消費額の拡大につながる宿泊滞在型観光を促進するため、多角的な観光戦略を展開 
 

 

 ・県内主要観光地の再生 ※関ケ原古戦場、恵那山南山麓など  
 

 ・県内世界遺産を活かした誘客プロジェクトの推進  ※白川郷合掌造り集落、本美濃紙、清流長良川の鮎、曽代用水など  

 

 ・大手交通事業者等と連携した観光プロモーション 
 

 ・外国人観光客の更なる拡大に向けた取組み強化 
 

 ・「清流の国ぎふ」を巡る滞在・周遊型観光の推進 
 

 ・地歌舞伎と芝居小屋を活用した外国人誘客 
 

＜現在の取組み＞ 

<中国・香港のほかASEAN諸国の宿泊者数が増加> 

・　出展　平成27年観光庁宿泊旅行統計調査

　中国　　　　　 164,090人（全国13位）　対前年比　 +204.3％（全国 +109.0％）
　香港　　　　　   86,400人（全国11位）　対前年比　 +  97.6％（全国 + 51.1％）
　タイ              54,390人（全国11位）　 対前年比　 +  26.8％（全国 + 19.6％）
　シンガポール  18,980人（全国11位）　対前年比　 +  53.3％（全国 + 24.7％）
　インドネシア  　 9,910人（全国11位）　対前年比   +  87.0％（全国 + 33.6％）

　　※　県が重要市場として位置付け、誘客を進めてきたＡＳＥＡＮ諸国からの
　　　　 宿泊者数が特に好調

観光誘客の取組み 
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＜観光入込客数（延べ人数・観光消費額）＞ 

平成27年 平成26年 対前年 対前年比

7,139.5 6,791.0 348.5 +5.1%

967.3 909.5 57.8 +6.3%
全体 2,843.7 2,694.4 149.3 +5.5%
日帰り客 1,228.2 1,155.8 72.4 +6.3%
宿泊客 1,615.6 1,538.6 77.0 +5.0%

・　出典　平成27年岐阜県観光入込客統計調査

・　平成23年の調査より、観光庁が策定した「観光入込客統計に関する共通基準」を導入

（単位：万人・億円）

区分

観光入込客数（延べ）

行祭事・イベント入込客数（延べ）

観光
消費額



観光誘客の成果 

観光誘客 

外国人宿泊者数の推移（H20を100とした場合） 

※H21はリーマンショックによる不況、H23は東日本大震災の影響 
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483 

295 

2,020 

18,980 

９．４倍に増加 

６．１倍に増加 

8,980 

54,390 

http://www.abysse.co.jp/world/flag/asia/singapire.html
http://www.abysse.co.jp/world/flag/asia/thailand.html


 

・Ｈ23.5   国交省が整備計画を決定 
               ＪＲ東海へ建設の指示 
 

・Ｈ23.11  ＪＲ東海が中間駅建設費を全額自己負担    
       する方針を表明 
 

・Ｈ25.9   ＪＲ東海が県内中間駅候補地及び中部総合 
       車両基地候補地を公表 
 

・H26.10    国土交通大臣がＪＲ東海の工事実施計画           
       を認可 
 

・H28.6   ＪＲ東海が県内で初となるリニア建設の工事 
       契約を締結 
 

・Ｈ39    東京-名古屋間開業予定 
 （2027年） 
 

・Ｈ57    名古屋-大阪間開業予定   
 （2045年） 

 ＜リニア整備スケジュール＞ ＜岐阜県の取組み＞ 
 

・Ｈ23.5   「リニア基本戦略」の発表 
          リニアを活かした観光交流人口の拡大 
         リニアを活かした新たな住まい方の実現 
         リニアを活かした産業活性化と地域づくりを支える基盤づくり 
 

・Ｈ26.3   「リニア中央新幹線活用戦略」の発表 
                【戦略分野】          【戦略の視点】 
          ・観光振興、まちづくり    ・広域的に効果を波及 
          ・産業振興           ・大都市機能を分担 
          ・基盤整備           ・岐阜県独自の魅力を発揮 
 

・Ｈ27.3   「リニア岐阜県駅周辺整備基本計画」の発表 
           リニア岐阜県駅の駅前広場をはじめとする駅周辺施設等の 
        整備に係る全体像や必要とされる個別機能を整理 
 

・Ｈ28.3   「リニア岐阜県駅周辺整備概略設計」の発表 
        基本計画をもとに、駅に求められる機能や役割について 
       具体化し、平面図・イメージ図等を提示 
 
 

 

■ リニア中央新幹線のルート及び県内中間駅設置場所について、平成25年9月、ＪＲ東海が発表 
■ リニア開業効果を県内全域に波及させるため、岐阜県では平成２６年3月、「リニア中央新幹線活用 
  戦略」を策定   

リニア中央新幹線を活用した地域づくり 
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岐阜県リニア中央新幹線活用戦略 
（平成26年3月策定） 

観光振興・まちづくり戦略 

基盤整備戦略 

産業振興戦略 

リニアミナモ 
©岐阜県/ＪＲ東海協力 
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岐阜県の財政トピックス 
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財政状況改善への取組みの成果 
 

■ 本県は、平成21年度決算において実質公債費比率（３カ年平均）が18.0％を上回り、起債許可団体となりました。 
■ 平成22年度から24年度までの構造的な財源不足解消のため、「岐阜県行財政改革アクションプラン」に基づき行財政 
  改革に取り組み、平成25年度決算において起債許可団体から脱却、平成2７年度においても更に改善しました。 

＜実質公債費比率の推移＞  
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                           （ ）内は全国順位 

○経常収支比率（％）                 
       H20： 99.1（44位） → H25： 93.6（29位）→  H27： 92.2 
 

○実質公債費比率（％） 
             【ピーク】       【H25】    【H27(速報)】 

  ［３年平均］ H23：19.7（45位） → 17.0（40位））→ 13.6（24位） 
  ［単 年 度]   H21：20.8（44位） → 15.3（35位） → 11.9 
 

○将来負担比率（％） 
       H20 ： 249.8（29位）  → H25 ： 202.2（25位） 
                      →   H27 ： 189.7（26位）（速報） 

・過去の県債大量発行等に起因する構造的な財源不足を解消するための、平成22～24年度までの３年間における具体的な取組み 

 １ 赤字予算、「財政再生団体」への転落回避 

 ２ 県民生活への配慮や未来の岐阜県を見据えた政策の展開 

 ３ 構造的な財源不足の段階的な解消  

 

 

 

岐阜県行財政改革アクションプランとは 

・平成２２～２４年度までの財源対策総額 …… 約９２０億円 
      うち（１）歳出削減対策      …… 約３７３億円 
         （２）人件費の削減      …… 約２９７億円 
        （３）歳入確保対策      …… 約２５０億円 

成
果 

・歳出削減対策、歳入確保対策などを着実に進め、３ 

 年間で約860億円の財源不足を解消 

・県債発行の抑制や職員定数削減などにより、今後は 

 多額の財源不足が生じる事態には陥らない見込み 

・財源不足の解消により、硬直化した財政構造が改善 

 し、各種財政指標も大幅に改善 
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（
％
）

年度（平成）

実質公債費比率（３カ年平均） 実質公債費比率（単年度）

      （速報） 

アクションプラン期間 

＜財政指標の状況＞   



 

安定的な財政運営に向けて  
 

■  今後の行財政運営の考え方 
 → これまでの行財政改革の取組みを踏まえて、引き続き歳出削減や歳入確保の取組みを推進  
   ＜歳出面＞： 事務事業見直しによる一層の効率化、公債費負担を減らすための節度ある県債発行 
   ＜歳入面＞： 県税収入の確保や、県有財産の売却等 

 
＜税源涵養対策＞ 
 

 
   平成27年の工場立地件数（製造業）は37件で全国８位、工場立地面積は35haで全国12位と昨年度に引き続き好調 
  を維持しています。今後もソフト面、ハード面の対策を講じ、更なる企業誘致を推進します。 
 

  
   平成27年は、重点的に誘客促進を図ってきた外国人観光客の宿泊者数（延べ人数）が増加し、前年比56％増の約93 
  万人と過去最多を記録しました。また、行楽期に天候に恵まれたことや北陸新幹線延伸開業の影響などもあり、行祭事・ 
  イベント入込客数、観光入込客数（延べ人数）ともに増加しています。（6,791万人 → 7,140万人） 
   今後も、観光消費額の拡大につながる宿泊滞在型観光を促進するため、多角的な観光戦略を展開していきます。 
 
 
   リニア開業効果を県内に最大限に波及させるため、平成26年3月に策定された「リニア中央新幹線活用戦略」に沿っ 
  て、観光振興・まちづくり、産業振興、基盤整備をより強力に推進します。 

 

＜税収確保対策＞ 
 

 
   県と県内全市町村を構成員として平成21年4月に設立した「ぎふ税収確保対策協議会」を母体として、「個人住民税  
  の特別徴収の徹底」、県職員と市町村職員との全県的な相互併任制度の充実強化による「滞納整理の強化」、地方税法第 
  48条に基づく「直接徴収の強化」など、個人住民税を中心に地方税の徴収対策を強力に推進しています。 

企業誘致 

観光誘客 

個人県民税徴収対策 

14 

リニア中央新幹線を活用した地域づくり 



岐阜県の財政状況 
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○歳入決算額は、投資的経費の縮小等による国庫支出金及び県債の減少などにより、平成12年度をピークに 
  減少（Ｈ21年度は国の交付金増加等により一時的に増加） 
○27年度決算においては、県税、国庫支出金が増加した一方、臨時財政対策債の減少による県債、一部基金 
  終了に伴う繰入金（その他歳入に計上）が減少 

歳入決算額の推移 
（普通会計ベース・28年度は当初予算額） 

16 



税収の決算額の推移 

○決算ベースでの県税収入は、平成27年度決算においても、引き続き連続で増加 
○地方消費税は、平成26年4月の税率引き上げ（5％→8％）の影響もあり増加  
○法人二税は、21年度以降、景気悪化による企業収益の減少などにより大幅に減少したが、回復基調 

（普通会計ベース・28年度は当初予算額） 

17 

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

その他の諸税 539 574 581 565 647 672 681 644 584 541 530 503 473 456 460 460 453 441 399 339 320 321 340 344 319 336 275

自動車税 268 282 297 309 322 334 347 357 363 364 366 369 367 362 355 365 360 360 356 349 339 335 331 328 323 319 313

地方消費税 0 0 0 0 0 0 0 115 431 397 411 386 358 376 416 394 407 410 386 246 258 250 243 246 268 471 451

法人事業税 763 841 731 607 548 582 671 611 554 502 496 511 405 435 461 520 644 705 619 330 279 294 300 316 338 422 480

法人県民税 134 130 118 104 101 110 126 120 113 102 103 107 90 95 100 107 123 134 119 59 91 103 103 96 103 99 82

利子割県民税 228 228 163 180 224 149 89 75 51 55 243 217 67 42 47 26 20 26 26 23 21 20 14 14 12 11 8

個人県民税 353 399 447 436 373 403 399 433 369 379 365 360 349 332 335 358 396 714 733 733 648 637 668 694 701 709 777

合計 2,285 2,454 2,337 2,201 2,215 2,250 2,313 2,355 2,465 2,340 2,514 2,453 2,109 2,098 2,174 2,230 2,403 2,790 2,638 2,079 1,956 1,960 1,999 2,038 2,064 2,367 2,386
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歳出決算額の推移 

○景気対策として、過去数次にわたる積極的な財政出動（公共事業における有効需要創出）を実施してきた 
  が、平成12年度から投資規模を抑制。また、行財政改革による職員定数の削減により人件費を抑制。 

○27年度決算においては、定年退職者数増に伴う人件費の増加、消費税率引き上げによる市町村への交付金 
  （その他に計上）の増加などにより、前年度から増加 

（普通会計ベース・28年度は当初予算額） 
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元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

人件費 2,019 2,140 2,202 2,273 2,282 2,331 2,389 2,436 2,504 2,500 2,496 2,525 2,531 2,520 2,489 2,408 2,417 2,442 2,455 2,428 2,300 2,270 2,260 2,250 2,219 2,232 2,263 2,259

扶助費 136 143 156 165 136 141 145 148 156 164 167 169 176 171 94 92 90 80 77 81 86 105 111 110 111 114 118 142

公債費 402 413 432 440 772 735 490 545 578 584 652 739 787 865 957 1,000 1,058 1,181 1,278 1,320 1,348 1,311 1,296 1,279 1,265 1,242 1,214 1,163

投資的経費 2,255 2,334 2,200 2,717 3,309 3,270 3,585 3,508 3,340 3,713 3,643 3,395 3,150 2,953 2,453 2,124 1,880 1,707 1,478 1,327 1,385 1,236 1,169 1,147 1,431 1,363 1,349 1,382

その他 1,408 1,605 1,806 1,642 1,546 1,703 1,741 1,760 1,775 2,013 2,005 2,148 2,305 2,158 2,120 2,122 2,283 2,361 2,258 2,332 3,009 2,578 2,636 2,578 2,636 2,497 2,804 2,786

歳出総額 6,220 6,635 6,796 7,237 8,045 8,180 8,350 8,397 8,353 8,974 8,963 8,976 8,949 8,667 8,113 7,746 7,728 7,771 7,546 7,488 8,128 7,500 7,472 7,364 7,662 7,448 7,748 7,732
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実質収支の推移 

○本県は、これまで赤字決算は一度もなく、実質収支は黒字で推移 

※ 実質収支は、形式収支（歳入総額－歳出総額）から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた額 

（普通会計ベース） 
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県債の状況 
○政府資金が減少、銀行等縁故資金が増加傾向にある中、資金調達手段を多様化 
  ・ 「全国型市場公募債」を発行→H16・17：１００億円、H18：３００億円、H19・20：２００億円、H21～24：１００億円 
                         Ｈ25～28 １５０億円（Ｈ28：10月発行） 
 

○平成20年度末に行財政改革指針を策定し、21年度から向こう４年間を「緊急財政再建期間」と位置づけ、21年度 
  以降の県債発行額を20年度当初予算の５％程度抑制。※災害、急激な税収減、国の政策など特別な事情除く 

○以後、指針の考え方を基本としつつ、対象事業の施行状況等を踏まえながら発行  

資金別県債発行実績 県債残高の推移 

※公共団体金融機構＝旧公営企業金融公庫資金 

億円 

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

臨時財政対策債分 324 786 1,091 1,347 1,576 1,757 1,952 2,415 3,042 3,610 4,172 4,739 5,213 5,556

県債残高 12,220 12,390 12,556 12,540 12,398 12,189 12,009 11,641 11,142 10,682 10,369 10,027 9,752 9,603

県債発行額 1,451 1,338 1,223 1,067 1,036 1,024 1,112 1,225 1,223 1,190 1,321 1,291 1,252 1,230
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公債費の状況（決算額及び28年度予算額） 

○ 県債（借金）残高が高水準となっていることから、毎年度の公債費が増加 
○ 近年、公共投資の縮減などによる県債発行の抑制に努めたことなどにより、公債費は平成21年度をピークに 
   減少 
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基金の状況 

○積立基金は、平成４年度末をピークとして、11年度までは毎年度２００～３００億円を取り崩し、 
  大幅に減少 

○財源対策として活用可能な基金は、12年度以降は７００億円程度で推移していたが、19年度から 
  は再び減少し、ここ最近は２００億円程度で推移 

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

その他基金 117 127 139 147 173 186 191 199 199 203 226 244 295 287 273 257 254 259 286 293 133 160 227 269 305 306 313 299

財源対策基金 1,134 1,538 1,993 2,149 1,918 1,708 1,514 1,316 1,016 744 640 672 700 712 772 773 754 747 488 225 190 229 233 232 233 282 323 213

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

億円

22 



健全化判断比率 

指標名 
 

対象範囲 
 

岐阜県 
 

全国平均 
財政健全化法 

早期健全化基準 財政再生基準 

 １．実質赤字比率 一般会計等 
－ 

－ ３．７５以上 ５以上 
－ 

 ２．連結実質赤字比率 
一般会計等 

公営企業会計 

－ 
－ ８．７５以上 １５以上 

－ 

 ３．実質公債費比率 
一般会計等 

公営企業会計 

１５．３％ 
＜全国３４位＞ 

１４．１％ 

２５以上 ３５以上 
１３．６％ 

＜全国２４位＞ 
１２．７％（速報） 

 ４．将来負担比率 

一般会計等 
公営企業会計 
一部事務組合 

地方公社 
第三セクター 

１９５．０％ 
＜全国２６位＞ 

１８７．０％ 

４００以上   
１８９．７％ 

＜全国２６位＞ 
１７５．６％（速報） 

 ５．資金不足比率 公営企業会計 
－ 

－  ２０以上   
－ 

※1 一般会計等には、本県では９特別会計（公債管理特別会計、用度事業特別会計、地方独立行政法人資金貸付特別会計、母子父子寡婦福祉資金
貸付特別会計、中小企業振興資金貸付特別会計、就農支援資金貸付特別会計、林業改善資金貸付特別会計、県営住宅特別会計、徳山ダム上流
域公有地化特別会計）が含まれる。  

※2 上段は平成26年度。下段は平成27年度。 

※3 本県欄の「－」は黒字であることを示す。 

※4 上段は平成26年度。下段は平成27年度。なお、平成27年度は、H28.9.30総務省発表数値（加重平均）   

※１ 

※２ 

※３ 

※４ 

○景気対策として、県債を財源に過去数次にわたる積極的な財政出動を実施してきた結果、公債費負担が 
 多額になったことがこれらの比率を押し上げたが、行財政改革の取り組み等により改善 
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経常収支比率 

◇県財政の余裕度を示すもので低いほど健全 
◇公債費、社会保障関係経費などの義務的経費の 
  増等により急速に上昇したが、近年は横ばい 

財政力指数 

◇県財政の体力を示す指標で高いほど強い 

◇本県は全国平均を上回る水準を維持 

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

岐阜県 75.1 78.2 83.2 81.8 86.1 88.6 91.9 98.4 99.1 98.9 93.6 93.6 93.7 93.6 92.5 92.2

全国平均 89.3 90.5 93.5 90.8 92.5 92.6 93.8 94.7 93.9 95.9 91.9 94.9 94.6 93.0 93.0 93.4
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70.0

75.0
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100.0

105.0（％）

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

岐阜県 0.457 0.429 0.431 0.432 0.434 0.444 0.477 0.513 0.546 0.549 0.521 0.493 0.484 0.499 0.510 0.524

全国平均 0.429 0.405 0.406 0.408 0.411 0.428 0.447 0.497 0.521 0.516 0.490 0.465 0.455 0.464 0.473 0.491
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0.500

0.600

24 



公営企業会計決算 

水道事業会計 工業用水道事業会計 病院事業会計 

２７年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度 

収益的収支（損益勘定） 

収入 ５，３１６ ５，３５１ ９６ ８９ ３２５ ３５２ 

支出 ４，３５１ ４，５７０ ６１ ６７ ３２５ ３５２ 

収支差引 ９６５ ７８１ ３５ ２２ ０ ０ 

資本的収支 （資本勘定） 

収入 ３５７ ５１４ ２ ５ ９２５ １，３３９ 

    うち企業債 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

支出 ２，７３７ ３，９９９ ５１ ５８ ９２５ １，３３９ 

うち企業債償還金 ５９７ ５７５ ４０ ３９ ９２５ １，３３９ 

収支差引 ▲２，３８０ ▲３，４８５ ▲４９ ▲５３ ０ ０ 

内部留保資金 １１，０２０ １０，４８３ １０１ ８１ － － 

（単位：百万円） 

［水道事業会計］ 
  ○可茂地区（美濃加茂市、可児市等）、東濃地区（多治見市、中津川市等）に水道用水を供給 

［工業用水道事業会計］ 
  ○可茂地区（美濃加茂市周辺企業）に工業用水を供給 

［病院事業会計］ 
  ○岐阜県総合医療センター、多治見病院、下呂温泉病院の３病院を経営 
    ※H22.4.1から３病院は地方独立行政法人化している。 

※資本的収支の不足額は、いずれも損益勘定留保資金などで補てん 
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企業会計的手法による分析（１） 

 

資産 

 

２６年度末 

 

２５年度末 

 

増減 

 

負債 

 

２６年度末 

 

２５年度末 

 

増減 

有形固定資産 １９，３８２ １９，４９２ 

 

▲１１０ 県債 １５，３４９ １５，０７９ ２７０ 

退職手当引当金等 ２，５２０ ２，７８６ ▲２６６   

その他 ７ ６ １ 

負債合計 １７，８７６ １７，８７１ ５ 

投資等 １，９６８ ２，０６９ 

 

▲１０１    純資産 ２６年度末 ２５年度末 増減 

 

国庫支出金 ６，４０３ ６，７８７ ▲３８４ 

市町村等支出金 ７０８ ７１８ ▲１０ 

流動資産 １，４３９ １，３３５ 

 

１０４ 一般財源等 ▲２，１９８ ▲２，４８１ ２８３ 

正味資産合計 ４，９１３ ５，０２４ ▲１１１ 

資産合計 ２２，７８９ ２２，８９６ 

 

▲１０７ 負債・純資産合計 ２２，７８９ ２２，８９６ ▲１０７ 

「後世の負担となる県の債務」 

「これまでの世代による負担」 

「後世へ引き継ぐ県の社会資本」 

バランスシート 

（単位：億円） 

計数については、原則として表示単位未満を四捨五入しているので、 
合計額が一致していない場合があります。 

◆本県の財務状況は、資産が負債を上回り、債務超過とはなっていない 
◆資金化できない社会資本等の有形固定資産や、国の補正予算で設置した基金を除くと、資産は３，３２４億円となり、負債 
  １兆７，８７６億円との差額１兆４，５５２億円は、既存の社会資本に対して、将来必要となる財政負担 
   → 県民１人当たり ６９７千円 
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平成２６年度 

（単位：億円） 

総費用 

A 

総収益 

B 

行政コスト 

A－B ① 

税等負担 

② 

議会費 １２ ０ １２ 

総務費 ２８５ ５３ ２３２ 

民生費 １，０２８ ７９ ９４９ 

衛生費 １９４ ５１ １４３ 

労働費 ３１ ７ ２４ 

農林水産業費 ４８１ １４０ ３４２ 

商工費 １０３ ８ ９４ 

土木費 １，０７２ ７２ １，０００ 

警察費 ３８６ ３４ ３５３ 

教育費 １，６３５ ３９８ １，２３７ 

災害復旧費 ４８ ３１ １７ 

その他 ３８２ ６ ３７６ 

合 計 ５，６５７ ８７９ ４，７７９ ３，７５９ 
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企業会計的手法による分析（２） 
行政コスト計算書 

計数については、原則として表示単位未満を四捨五入しているので、 
合計額が一致していない場合があります。 

◆単年度ベースでの収支（②－①）は△１，０２０億円で、２５年度（△１，０１５億円）と比べて、赤字（コスト超過）が増加している。 
◆恒常的な赤字は健全な財政運営とはいえず、長期的な均衡の確保を念頭に、経年的な変化を評価監視 



地方三公社決算状況 

 
１ 事務局等の統合（２公社） 
 

・常勤役員、事務局の一部を 
 統合（Ｈ11～） 
  
２ 住宅供給公社（着実な遂行） 
 

・平成26年度決算で債務超過が  
 解消 
・平成27年度以降、次の取組み 
 等によりキャッシュフローを確 
 保し、借入残高を縮減 
  －保有宅地の早期処分 
  －賃貸住宅の入居率の向上 
  －借入利率の見直し 

公 社 名 
 岐阜県 

土地開発公社  
 岐阜県 

道路公社  
 岐阜県 

住宅供給公社  

出
資
状
況
 

 出資団体数  1 4 

出
資
 

金
額
 

 総額    5 551 

 当該団体    5 550 

 その他団体     1 

貸
借
対
照
表
 

資
産
 

 流動資産    18,845 1,215 

 固定資産    6,567 7,751 

 繰延資産      

 資産合計    25,412 8,966 

負
債
 

 流動負債    518 3,866 

 固定負債    16,001 4,968 

 特別法上の引当金等    

 負債合計    16,519 8,834 

資
本
 

 資本金    5 551 

 剰余金    8,888 ▲ 419 

 法定準備金     

 資本合計    8,893 132  

 負債・資本合計  25,412 8,966 

損
益
計
算
書
 

経
常
損
益
 

 営業収益   (a)  4,385 2,333 

 営業費用   (b)  4,200 2,224 

 一般管理費   (c)  76 2 

 営業利益             (d=a-b-c)  109 107 

 営業外収益   (e)  22 9 

 営業外費用   (f)  12 51 

 経常利益         (g=d+e-f)  119  65 

特
別
損
失
 

 特別利益   (h)  10      18  

 特別損失   (i)    

 特定準備金計上前利益  (j=g+h-i） 129 83 

 特定準備金取崩   (k)    

 特定準備金繰入   (l)    

 法人税等   (m)    

 当期利益     (n=g+h-i-m)  129 

 住宅供給公社については 
                  (n=j+k-l-m)  

 83 

（単位：団体、百万円） 
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岐阜県（市場公募）債発行額
の推移と今後の発行予定 
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発行額の推移 

平成28年度発行計画 (実績含む） （単位：億円） 

 

 岐阜県債（市場公募債）発行額の 
推移と今後の発行予定  

  

・ 平成28年度の岐阜県債発行額は、前年度と同額の350億円を予定しています。 
 

・ 安定的な資金調達手段の確保及び、調達手段の多様化のため、今後も市場公募債の発行を進めていく予定です。 
 

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

5年債 0 100 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10年債 0 0 0 300 200 200 100 100 100 100 150 150 150 150

共同債 0 0 0 0 0 100 200 170 200 200 200 200 200 200

ミニ公募 100 100 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

50

100

150

200

250

300

350

400

億円
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個別債（10年） 10月 150

共同債 ５月 20 ７月 20 ９月 40 11月 40 １月 40 ３月 40



   岐阜県総務部財政課 

      〒５００－８５７０ 

      住所 岐阜県岐阜市薮田南２－１－１ 

      ＴＥＬ ０５８－２７２－１１３０ 

      ＦＡＸ ０５８－２７８－２５３１ 

      Ｅ－ｍａｉｌ c11105@pref.gifu.lg.jp 

 

   岐阜県ホームページアドレス 

      http://www.pref.gifu.lg.jp/ 
 

お問合せ先 
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